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平成１６年度普通会計決算の概要について 

 

 「普通会計」とは、総務省が行っている「地方財政状況調査」上、全国統一的に用いられる

会計区分であり、これにより、全国各市町村との財政比較や統一的な掌握が可能となります。 

宜野湾市の普通会計は、一般会計と区画整理事業特別会計が調製され、純計された会計とな

っています。 

平成１６年度における本市の普通会計の決算規模は歳入総額２４，３３６，８０７千円、歳

出総額２３，８０４，９５４千円となっています。 

  平成１５年度の普通会計決算額と比較すると、歳入で１８２，０１９千円の減（△０．７％）、

歳出で１６３，２５９千円の減（△０．７％）となっています。 

  歳入科目の対前年度比較では、地方税（市税）は全体として１７２，９４９千円の増（２．

５％）となっており、市民税７９，２１４千円の減（△２．７％）、固定資産税２６６，３３

３千円の増（７．７％）、軽自動車税１６，５４０千円の増（１２．８％）、市町村たばこ税

５４２千円の減（△０．１％）、特別土地保有税３０，４７１千円の減（皆減）、入湯税３０

３千円の増（７．４％）という状況です。 

地方譲与税は１５９，３２０千円の増（９１．３％）となっており、三位一体の改革の税源

移譲に伴う所得譲与税１４５，１８９千円が新設されたことが大きく影響しています。利子割

交付金は、１２,３６３千円の減（△３０．１％）となっているものの、配当割交付金４，０２

６千円（新設）、株式等譲渡所得割交付金８７９千円（新設）、地方消費税交付金８９，８３

０千円の増（１５．９％）、自動車取得税交付金５，８９４千円の増（１１．６％）、地方特

例交付金８９０千円の減（△０．３％）となっています。 

地方交付税は三位一体の改革の影響もあり、２５６,４２７千円の減（△５．５％）で、うち

普通交付税２０７，５９８千円の減（△５．１％）、うち特別交付税４８，８２９千円の減（△

８．８％）となっています。 また、交通安全対策特別交付金は１０千円の増（０．１％）、

分担金及び負担金は保育所児童措置費の増により、１３，３７８千円の増（６．６％）、使用

料は８８７千円の増（０．３％）、手数料は４０，１９２千円の減（△２６.６％）であり、一

般廃棄物処理手数料の減が大きく影響しています。 

一方、国庫支出金は、児童保護費負担金２５８，３９９千円の増や佐真下第二区画整理事業

費２３２，２００千円の増、生活保護費国庫負担金４８，６３６千円の増等があるものの、宇

地泊第二土地区画整理事業費４８３，７４３千円の減や市立グラウンド施設整備事業費１７９，
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６３３千円の減、長田小学校校舎増築事業費７８，３４８千円の減、真志喜４号道路改良事業

費３７，２４２千円の減等により、対前年度比４６２，２２０千円の減（△９．１％）となっ

ています。国有提供施設等所在市町村助成交付金は１４，０８９千円の増（２．８％）、県支

出金は、保育所児童措置費２９，３１８千円の減、衆議院議員選挙委託費２１，３６４千円の

減等があり、対前年度比１００，４７０千円の減（△６．８％）となっています。財産収入は、

土地売払収入４６，６１５千円の増もあり、５４，７１３千円の増（３１．３％）、寄付金は、

１，７７１千円の増（７５．６％）となっています。 

繰入金は、普通交付税や臨時財政対策債等の一般財源が大きく減少した影響もあり、それを

補うべく、財政調整基金繰入金は前年度比３３０，０００千円の増や公共施設等整備基金繰入

金１２９，８２５千円の増、基地返還跡地転用推進基金繰入金７８，０３９千円の減等により、

基金繰入金は、３９５，８１１千円の大幅増（１４７．５％）となっています。 

繰越金は、８７，８７２千円の減（△１３．８％）、諸収入については、国道公共施設管理

者負担金３４１，０００千円の増や小口資金融資元利収入９７，５８５千円の増等により、４

４８，６５８千円の大幅増（３９１．７％）の状況です。 

平成１６年度の地方債は、対前年度と比較すると、一般財源を支える交付税の補てん措置で

ある、臨時財政対策債が４５９，６００千円の大幅な減となっています。その他、宜野湾５号

歩道改良事業債７４，９００千円の減等より、全体として５８３，８００千円の減（△２０．

８％）となっています。なお、地方債の決算について、普通会計では、借換債は含めない取り

決めになっており、平成７年度及び平成８年度の住民税等減税補てん債９１０，１００千円の

借換債や、平成８年度地域総合整備資金貸付事業９９，８００千円の借換債は除かれています。

  次に、目的別歳出の対前年度比較では、議会費が１９，４８５千円の減（△６．２％）、総

務費が３４６，０２２千円の減（△８．７％）、民生費は８３３，１０３千円の増（１１．６

％）、衛生費は３６，７５０千円の減（△２．８％）、労働費は１５，８９６千円の減（△９．

４％）、農林水産業費２３，２１５千円の減（△２０．１％）、商工費１１９，２９５千円の

増（６４．０％）、土木費２８７，３７８千円の減（△６．７％）、消防費１５，１２６千円

の増（１．９％）、教育費４５５，２２５千円の減（△１３．８％）、災害復旧費８，３７３

千円の増（皆増）、公債費４４，８１５千円の増（１．９％）となっています。 

また、性質別歳出の対前年度比較では、人件費３１２，６９４千円の減（△５．９％）、扶

助費３８０，２６８千円の増（８．５％）、公債費４４，８１５千円の増（１．９％）、普通

建設事業費は７２８，２９４千円の減（△１６．０％）、うち補助事業費２３６，７０３千円
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の減（△７．１）、うち単独事業費４８６，５２５千円の減（△４０．６％）となっています。

災害復旧事業費８，３７３千円の増（皆増）、物件費５５，７１７千円の減（△２．０％）、

維持補修費１５４千円の増（０．１％）、補助費等２３，３１５千円の減（△１．７％）、積

立金１３１，１１５千円の減（△１７．３％）、投資及び出資金２，０００千円の減（△３３．

２％）、貸付金１１２，５００千円の増（５００．０％）、繰出金５４３，７６６千円の増（２

４．８％）という状況です。 

  決算収支でみると、平成１６年度普通会計決算では、形式収支５３１，８５３千円、実質収

支４８２，４３８千円となっています。財政指標は、実質収支比率は３．８％。財政構造の弾

力性を示す経常収支比率は、８４．４％で対前年度比１．６％増となっています。また、公債

費比率は１４．７％で対前年比０．６％増、起債制限比率は１２．０％対前年比０．１％の減

という状況です。 

 

 

普通会計決算の各財政指標について 

 

１．財政力指数について 

 「財政力指数」とは、地方交付税法の規定により算定した基準財政収入額を基準財

政需要額で除して得た数値の過去 3カ年間の平均値をいい、「地方公共団体の財政力

を示す指数」として用いられます。財政力指数は「１」に近くあるいは「１」を超えるほど

財源に余裕があると見なされる指標です。本市の場合、上記の数値は、平成１４年度０．５５

５、平成１５年度０．６０８、平成１６年度０．６３２であり、3ヵ年平均の平成１６年度財政

力指数は、「０．５９８」となっています。 

平成１６年度決算での県内各市の状況は、県内１１市平均が０．５０１であり、宜野湾市（０．

５９８）は、那覇市（０.７００）、浦添市（０．６９４）に次ぐ３番目の指数という状況です。 

（決算資料１３・１５・２８ページ参照） 

 

２．実質収支比率について 

 「実質収支比率」とは、地方公共団体の一般財源の標準規模を示す「標準財政規模」に対す

る「実質収支額の割合」を示す指標で、黒字の場合、おおむね３～５％が望ましいとされてい

ます。 
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 平成１６年度の宜野湾市の実質収支額は、４８２，４３８千円であり、対前年度比較で４９，

１７３千円の増（１１．３％）となっています。また、平成１６年度の標準財政規模は、１２，

７４２，３５１千円で対前年度比較２０６，８１２千円の増（１．６％）であり、平成１６年

度決算での実質収支比率は３．８％、前年度と比べると０．３ポイントの増となっています。 

 県内各市の状況は、実質収支比率の県内１１市平均が３．１％であり、宜野湾市（３．８％）

は 、具志川市（８．３％）、豊見城市（５．８％）、名護市（４．０％）に次ぎ、４番目の指

数となっています。（決算資料１３・２８・３１ページ参照）   

 

３．経常収支比率について 

 経常収支比率は、財政構造の弾力性を測定する指標として使われ、人件費、扶助費、公債費

等の経常的な経費に、地方税、地方交付税、地方譲与税等の経常的な一般財源がどの程度充当

されたかをみる指標で、この比率が低い程、投資的経費に充当できる一般財源に余裕があり、

財政構造が弾力性に富んでいると言われています（決算資料１４・３１ページ参照）。 

平成１６年度の普通会計決算では、８４．４％（減税補てん債、臨時財政対策債を含めた場

合）となっており、対前年度比で１．６ポイントの上昇となっています。 

経常収支比率の増加の主な要因としては、人件費、扶助費、公債費等の「経常的な経費」の

増加は６５，５２７千円の微増（０．５％）だったにもかかわらず、経常的一般財源である普

通交付税の２０７，５９８千円の減（△５．１％）や、臨時財政対策債の４５９，６００千円

の減（△２７．３％）等の「経常的一般財源の大幅な減額」が大きな要因となっています。 

 県内各市との比較をした場合、県内１１市平均で９２．５％であり、宜野湾市（８４．４％）

は浦添市（８３．７％）、に次ぐ２番目に良い指数であり、以下、石垣市（８５．８％）、沖

縄市（８６．９％）、豊見城市（８８．７％）の状況となっています。（決算資料１４・１

９・２０・２８・３１ページ参照） 

健全な財政運営を図っていく上からも適正数値の７５％～８０％を目標に、更なる努力が必

要であり、徹底した経常経費の歳出縮減はもちろんのこと、普通交付税や臨時財政対策債の依

存財源に頼らない、市税を中心とした自主財源の経常的な歳入の増額確保に早急に取り組むこ

とが望まれます。 

  

４．公債費比率について 

  地方債の発行に伴う、毎年度の元利償還金の支払額（公債費）が適当かどうかにより、後年
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度の地方債の借入(発行)を判断する指標で、「公債費の、一般財源に占める割合」を公債費比

率といいます。経常収支比率とともに財政構造の弾力性をみる上で重要な指標とされるもので

す。地方債はある程度活用すべきではありますが、後年度の財政負担とならないよう計画的な

地方債発行を行う必要があります。公債費比率の適正数値は、１０％を超えないことが望まし

いとされており、低い数値ほど 弾力性があり、財政構造は良いと言われています。 

宜野湾市の公債費比率は、平成１６年度決算では１４．７％、対前年度比０．６ポイントの

増となっています。 平成１６年度決算の県内各市との比較では、県内１１市平均で１６．１％

であり、宜野湾市（１４．７％）は石川市（１０．８％）、具志川市（１３．３％）、浦添市

（１４．１％）に次ぐ４番目の数値となっています。今後も計画的な地方債の運用に務めなけ

ればならないものと思慮されます。（決算資料１４・２８・３２ページ参照） 

なお、地方債の発行に伴う過去３年度間の元利償還金の支出割合によって、国により地方債

の許可が制限される起債制限比率は、１２．０％で前年度と比べ０．１ポイントの減となって

います。 

 

５．地方債現在高について 

 平成１６年度決算額における地方債現在高は、２５，０５４，７３１千円で対前年度に比べ

４７７，６５９千円の増（１．９％）となっています。地方債現在高の増加は、公債費比率の

上昇とも関係し、このまま増加推移していくと財政構造の弾力性は失われ、将来的な負担増に

つながります。公債費の償還計画では今後も公債費の増加が予測されています。借入れ利息の

安い資金への借換え対策については、銀行や共済組合等の民間資金を借入先とする縁故債の借

換えはほぼ終りましたが、政府資金にかかる繰上償還は、制度上困難な状況にあります。公債

費の抑制にあたっては、起債を必要とする新規事業の採択を厳選に行ことや、また、起債を活

用せず事業費の確保を図る必要もあることから、市税や手数料等、更なる自主財源の確保対策

が必要となっています。 

  平成１６年度決算での県内各市との状況について、宜野湾市の地方債現在高（２５，０５４，

７３１千円）は、那覇市（１２２，３９３，７６０千円）、沖縄市（４０，２００，５８２千

円）、浦添市（３５，０１８，２５５円）、糸満市（２５，３５９，３５８千円）、に次ぐ５

番目の額となっています。（決算資料２３・２８ページ参照） 

 

６．債務負担行為額について 



 

 - 
 

 債務負担行為は、歳出予算の金額、継続費の総額又は繰越明許費の金額の範囲内におけるも

のを除くほか、地方公共団体が債務を負担する行為につき、その行為の内容として定めておく

ものであり、予算の一部を構成するものです。 

平成１６年度決算では、平成１７年度以降、債務負担行為により支出が見込まれている経費

は、３，７９１，８１１千円で対前年度比１１５．９％の大幅な増となっています。主な要因

としては、情報システム関連業務・包括的アウトソーシング事業等の増によるものです。 

  平成１６年度決算での県内各市との比較については、宜野湾市の債務負担額（３，７９１，

８１１千円）、は那覇市（１２，５９５，３８８千円）、浦添市（５，５４７，０１１千円）

に次ぐ３番目の額となっています。（決算資料２３・２８ページ参照） 

 

 

地方交付税について 

 

 国税のうち、所得税、法人税、酒税、消費税、たばこ税それぞれの一定割合の額を国が地方

公共団体に対して交付する税で、地方交付税には、普通交付税と特別交付税があります。 

 

  普通交付税 

    普通交付税は、基準財政需要額が基準財政収入額を超える地方公共団体に対して、その 

差額（財源不足額）を補てんするため交付されます。 

 

基準財政需要額 － 基準財政収入額 ＝ 財源不足額  ＝ 普通交付税 

 

  （１）「基準財政需要額」とは、各地方公共団体の実績による経費の支出ではなく、地方交

付税制度上、各地方団体の財政需要を合理的に測定するために一定の算式で算定した額

です。（標準的な行政運営を行うために必要な一般財源所要額） 

  （２）「基準財政収入額」とは、地方交付税制度上、各地方公共団体の財政力を合理的に測

定するために、標準的な状態において徴収が見込まれる税収入等を一定の方法によって

算定した額です。 

  平成１６年度の交付額は、３，８９４，４７１千円で、前年度に比べ２０７，５９８千円 

の減（△５．１％）であり、歳入総額に占める割合は、１６．０％で対前年度比０．７％の 
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減となっています。 

  基準財政需要額は、１０，５７９，０２７千円で前年度に比べ９９，３３９千円の増（０． 

９％）であり、基準財政収入額は、６，６８４，５５６千円で前年に比べ３１１，４８８千

円の増（４．９％）となっております。（決算資料１５・２６ページ参照） 

特別交付税 

特別交付税は、普通交付税の基準財政需要額や基準財政収入額の算定では反映することの 

できなかった特別の要因に対して交付されます。平成１６年度の交付額は、５０８，２６７ 

千円で、前年度に比べ４８，８２９千円の減（△８．８％）であり、歳入総額に占める割合 

は、２．１％で対前年度比０．２％の減となっています。（決算資料２６ページ参照） 

 

 

目的別経費の決算状況について 

 

１．議会費については、対前年度比１９，４８５千円の減（△６．２％）となっています。 

議員報酬事業１０，９２６千円の減、職員給与費６，５３０千円の減、会議録検索システム

導入事業２，６２２千円の減等が主な要因となっています。（決算資料１８・３０ページ参

照） 

 

２. 総務費については、対前年度比３４６，０２２千円の減（△８．７％）となっています。

参議院選挙費１９，７６７千円の増や固定資産管理業務委託事業１３，１４６千円の増、公

共施設維持修繕事業９，９９３千円の増、市役所外壁改修事業９，３０８千円の増等はある

ものの、人件費４８,１９９千円の減、基地返還跡地転用推進事業（用地購入）７６，６１７

千円の減、退職手当基金積立事業６７，５８９千円の減、庁舎敷地購入事業６１，３１５千

円の減、公共施設等整備基金積立事業３４，４３４千円の減、マリン支援センター整備事業

２５，０３３千円の減、電子情報処理運営費２０，６３１千円の減、人材交流センター外構

整備事業１８，７０９千円の減等が主な要因となっています。 

    

３．民生費については、対前年度比８３３，１０３千円の増（１１．６％）となっています。

主な要因としては、国民健康保険特別会計繰出金４６０，２７２千円の大幅増、児童手当給

付事業１８５，３４７千円の増、身体障害者支援事業６５，８７０千円の増、認可保育園児
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童措置費負担金５５，３１８千円の増、生活保護事業の５２，８８３千円の増等が増加要因

となっています。 

 

４．衛生費については、対前年度比３６，７５０千円の減（△２．８％）となっています。 

 乳幼児医療費助成事業９，３８６千円の増や、健康診査事業９，６５７千円の増はあるも

のの、予防接種事業８，８０３千円の減や、倉浜衛生施設組合負担金３１，１５８千円の減

等が主な要因となっています。 

 

５．労働費については、対前年度比１５，８９６千円の減（△９．４％）となっています。主

な要因は、緊急地域雇用創出特別事業１３，５５１千円の減及び、雇用開発推進機構出捐金

２，０００千円の減等によるものです。 

 

６．農林水産業費については、対前年度比２３，２１５千円の減（△２０．１％）となってい

ます。主な要因としては、市単独用地埋立工事事業２０，８４３千円の減、農業委員会事務

運営費１，１０７千円の減等によるものです。    

 

７．商工費については、対前年度比１１９，２９５千円の大幅増（６４．０％）となっていま

す。主な要因は、宜野湾市小口資金融資貸付事業１１３，６５４千円の増、情報産業振興施

設管理運営事業５，７９６千円の増等によるものです。 

 

８．土木費については、対前年度比２８７，３７８千円の減（△６．７％）となっています。

主な要因として、佐真下第二区画整理事業２６０，２５８千円の増や、いこいの市民パーク

整備事業９４，３１５千円の増、下水道事業特別会計繰出金７７，２９９千円の増等はある

ものの、真志喜４号道路改良事業１７５，８４７千円の減、宜野湾５号歩道改良事業１３５，

９３３千円の減、返還道路整備事業１０８，９３６千円の減、しまし公園整備事業９３，３

９２千円の減、宇地泊第二区画整理事業６９，３４２千円の減、野嵩第一公園整備事業３８，

７１９千円の減、比屋良川公園整備事業２０，７０７千円の減等により、土木費は減少とな

っています。 

 

９．消防費については、対前年度比１５，１２６千円の増（１．９％）となっています。主な
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要因は、我如古出張所施設整備事業７，４２９千円の新増や、消火栓整備事業５，６１１千

円の増等によるものです。 

 

１０．教育費については、対前年度比４５５，２２５千円の減（△１３．８％）となっていま

す。主な要因としては、大謝名小学校屋外環境整備事業３２，４３２千円の増や、宜野湾給

食センター改築事業１１，３６５千円の増、英語教育特区事業９，６３１千円の増等はある

ものの、退職手当１８５，８１８千円の減、長田小学校校舎増改築等事業の終了に伴う１１

５，２７４千円の減、市立グラウンド施設整備事業１８５，０１４千円の減、等によるもの

です。 

 

１１．災害復旧費については、対前年度比８，３７３千円の増（皆増）であり、平成１６年度

に生じた嘉数８号道路災害復旧事業８，３７３千円が要因となっています。 

 

１２．公債費については、対前年度比４４，８１５千円の増（１．９％）となっています。要

因については、長期債元金償還金６９，９５４千円の増と、長期債利子２６，４２７千円の

減、一時借入金利子１，２８８千円の増によるものです。尚、普通会計決算においては、借

換債による一括償還分や、ＮＴＴ無利子貸付債償還分、企業会計債償還分等は含めないもの

とされています。 

 

 

性質別経費の決算状況について 

 

  歳出経費を性質別に、「義務的経費」、「投資的経費」、「その他の経費」分類し構成比を

見ることにより、財政運営の健全性や弾力性を図り知ることができるとされています。すなわ

ち、「義務的経費」である人件費や扶助費、公債費の歳出総額に占める割合が低く、「投資的

経費」である普通建設事業費等の割合が高ければ高いほど弾力性があり、より健全な財政状況

にあるといわれています。 

  平成１６年度決算における性質別経費の状況を対前年度と比較しますと、「義務的経費」で

ある、人件費・扶助費・公債費の合計額の歳出総額に占める割合は、５１．２％で前年度と比

べ、０．８％上昇しています。これは、人件費の割合が２０．８％で、職員給与費の減や退職
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手当の減等により、前年度と比べ１．２％減少しているものの、公債費の割合は１０．１％で

長期債の元金償還の増加により０．３％微増し、また、扶助費の割合は、２０．３％で、児童

措置費の増や生活保護費の増、身障・知的障害支援事業の増等により、１．７％上昇しており、

扶助費の伸びが義務的経費の増加の要因となっています。 

一方、「投資的経費」である普通建設事業費のうち、補助事業費の占める割合は１３．１％

で、佐真下第二区画整理事業の増や宜野湾給食センター改築事業の増等はあるものの、市立グ

ラウンド施設整備事業や長田小学校校舎増築事業の終了等により、０．９％の減、また、単独

事業費の占める割合は３．０％で、いこいの市民パーク整備事業の増や大謝名小学校屋外環境

整備事業の増等はあるものの、真志喜４号道路改良事業の減や宜野湾５号歩道改良植栽事業及

びしまし公園整備事業の終了等により、２．０％減という状況です。新規の災害復旧事業費と

して、嘉数８号道路災害復旧事業があるものの、歳出総額に占める投資的経費の全体の割合は

１６．１％で前年度と比べ２．９％減少している状況です。（決算資料１９・３０ページ参照） 

「その他の経費」の歳出総額に占める割合は、３２．７％で前年度と比べ２．１％増加して

います。これは、繰出金の歳出総額に占める割合が１１．５％で前年度と比べると２．３％上

昇しており、国民健康保険特別会計や下水道特別会計への繰出金の増加が影響しています。ま

た、物件費の歳出総額に占める割合は１１．６％で０．１％の減となっており、積立金は２．

６％で０．６％減、補助費等の割合は５．７％で増減なし、維持補修費は０．７％で増減なし、

投資及び出資・貸付金等は宜野湾市小口資金融資貸付事業の増により歳出総額に占める割合は

０．６％で対前年度比０．５％の増という状況です。（決算資料２５・３０ページ参照） 

平成１６年度の性質別歳出の決算状況は、「義務的経費」の「人件費」の減少はあるものの、

「扶助費」は平成１２年度以降増加傾向となっており、義務的経費を増大させる要因となって

います。また、「投資的経費」である「普通建設事業費」は、逆に、平成１２年度以降減少の

一途である。また、「その他経費」では、「物件費」の減少はあるものの、「繰出金」の特別

会計への多額の支出は、一般財源を圧迫している要因にもなっている。 財政構造の弾力性が

薄れ、硬直化が進んでいる状況が覗われます。 
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総 括 

 

  平成１６年度普通会計決算における本市の決算状況は、前年度と比較すると、歳入・歳出決

算額とも減額となっています。 

歳入面では、自主財源の基本である地方税（市税）が２．５％の増となっており、市税の徴

収率は、１．５ポイント上昇し８１．９％となっています。（決算資料１７ページ参照）。 ま

た、他の自主財源である使用料は０．３％の増、手数料では２６．６％の減という状況です。 

依存財源では、三位一体の改革の影響により、所得譲与税が新設され、地方譲与税は９１．

３％の増となっていますが、地方交付税は平成１３年度以降減少が続き、平成１５年度では、

１７．９％の大幅減であったが、平成１６年度はさらに、５．５％の減となっています。また、

平成１６年度の国庫支出金は９．１％の減となっており、県支出金は６．８％の減という状況

です。地方債では、地方交付税の補填としての臨時財政対策債が、２７．３％の大幅な減とな

っており。依存財源の大幅な減額が顕著となっている。（決算資料２５ページ参照）。 

一方、歳出面では人件費の決算額は、退職手当の減の影響もあり、対前年度比５．９％の減

となっているものの、公債費は対前年度比１．９％の増となっており、さらに扶助費の決算額

は対前年度比８．５%と大きく増となっている。また、物件費は対前年度比２．０％の減、維持

補修費の０．１％増、補助費等の１．７％の減等があり、普通建設事業費の決算額は、対前年

度比１６．０％の減という状況となっている。（決算資料２６ページ参照）。 

財政運営の健全性や弾力性を図る各指標の状況は、実質収支比率が３．８％と前年に比べ０．

３ポイントの増、公債費比率は１４．７％と前年に比べ０．６ポイントの増となっています。

また、投資的経費に充当できる状態を示す指標である経常収支比率は、地方交付税や臨時財政

対策債等の大幅な落ち込みにより経常一般財源が減少し、前年に比べ８４．４％と１．６ポイ

ント上昇しており、財政指標にみる財政構造は弾力性が失われ、硬直化が進行している状況と

なっています。 

 景気の低迷や、三位一体の改革等の影響等により、国庫補助金・負担金等の削減や一般財源

化、地方交付税の縮減等は今後も継続されることが予測されます。また、国からの税源移譲と

される所得譲与税は暫定的措置であり、的確に行われているか不透明なところもあり、不安定

な依存財源に頼らざるを得ない状況となっています。 

依存財源に左右されない安定した歳入の確保のためには、自主財源である市税の税収確保が



 

 - 
 

重要であり、課税客体の拡大や徴収率の向上に向けた取組みをさらに強化する必要があります。

また、他の自主財源についても、受益者負担を原則として使用料、手数料、負担金等の見直し

を適正におこなう必要があります。 

歳出面では、義務的経費である人件費は退職手当の増が見込まれるものの、給与費の減によ

り減少傾向となっている。公債費、物件費及び維持補修費等は抑制状況であるが、扶助費につ

いては、今後とも増加していく傾向があり、要注意の状況となっている。歳出の執行にあたっ

ては、経常経費の徹底した節減はもとより、今後とも、政策経費は実施計画に基づく事業採択

を厳選し進行管理を強化する必要があり、無理、無駄を省く歳出の抑制強化を継続する必要が

あります。 

また、特別会計への多額の繰出金は、一般財源を圧迫しており、国民健康保険特別会計や下

水道特別会計等の独立採算の強化が重要となっています。受益者負担を原則とした適正な税率

の検討や使用料金等の見直しは急務となっており、徴収強化を図り、自主財源を確保する必要

があり、歳出においても事業の精査や抑制等を行い、特別会計での財政の健全化を早急に推し

進める必要があります。 

今後ますます厳しい財政状況が予想される中、多様化した市民ニーズの財政需要を満たすた

めには、さらなる健全財政を運営していく必要がありますが、財政基盤の安定化を図る自主財

源の歳入の確保に万全を期し、徹底した歳出抑制や計画執行が急務な課題となっています。 

 

 



区　　　分 平成１２年度 平成１３年度 平成１４年度 平成１５年度 平成１６年度

財 政 力 指 数 0.508 0.508 0.525 0.561 0.598

実質収支比率 3.4 3.4 3.7 3.5 3.8
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（単位：％）

区　　　分 平成１２年度 平成１３年度 平成１４年度 平成１５年度 平成１６年度

経常収支比率 83.0 81.1 81.3 82.8 84.4

公 債 費 比 率 14.6 15.3 14.5 14.1 14.7

経常収支比率及び公債比率
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区　　　分 平成１２年度 平成１３年度 平成１４年度 平成１５年度 平成１６年度

基準財政需要額 12,244,286 11,924,985 11,443,741 10,479,688 10,579,027

基準財政収入額 6,119,937 6,212,997 6,350,962 6,373,068 6,684,556
標 準 財 政 規 模 14,226,330 13,939,706 13,492,866 12,535,539 12,742,351
普 通 交 付 税 6,124,349 5,714,904 5,085,737 4,102,069 3,894,471

(単位：千円)

基準財政需要額・収入額・財政規模の推移
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経常一般財源推移表 構成比較表

区　　　分 平成12年度 平成13年度 平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成12年度 平成13年度 平成14年度 平成15年度 平成16年度

地 方 税 6,770,106 6,843,891 7,078,849 7,055,767 7,228,716 46.3 47.5 51.1 54.7 54.9
地方譲与税 164,015 170,766 171,251 174,535 333,855 1.1 1.2 1.2 1.4 2.5
利子割交付金等

117,839 163,001 81,562 41,051 33,593 0.8 1.1 0.6 0.3 0.3
地方消費税 531,129 551,469 488,776 566,111 655,941 3.6 3.8 3.5 4.4 5.0
特別地方消費
税 2,083 0 0 0 0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
自動車取得税 51,552 53,919 47,693 50,843 56,737 0.4 0.4 0.4 0.4 0.4
地方特例交付
金 226,644 228,470 241,293 256,298 255,408 1.5 1.6 1.8 2.0 2.0
普通交付税 6,124,349 5,714,904 5,085,737 4,102,069 3,894,471 41.9 39.7 36.7 31.8 29.6
交通安全対策 11,494 12,093 12,261 13,643 13,653 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1
使用料・手数料 12,357 12,706 13,464 13,618 55,253 0.1 0.1 0.1 0.1 0.4
国有提供施設 506,650 507,331 506,909 505,469 519,558 3.5 3.5 3.7 3.9 4.0
財 産 収 入 80,462 87,201 99,230 104,116 110,387 0.5 0.6 0.7 0.8 0.8
諸 収 入 34,144 52,232 18,908 19,567 1,598 0.2 0.4 0.1 0.1 0.0

計 14,632,82414,397,98313,845,93312,903,08713,159,170 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

(単位：千円：％)
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区　　　　分 平成12年度 伸び率 平成13年度 伸び率 平成14年度 伸び率 平成15年度 伸び率 平成16年度 伸び率

経常一般財源充当 12,148,310 2.612,055,197 △ 0.811,979,607 △ 0.612,172,342 1.612,237,869 0.5

経常一般財源収入 14,632,824 1.914,397,983 △ 1.613,845,933 △ 3.812,903,087 △ 6.813,159,170 2.0

減税・臨時財政債 -         -     464,100 皆増 894,900 92.8 1,800,800 101.2 1,347,700△ 25.2

経 常 収 支 比 率 83.0 0.6 81.1 △ 1.9 81.3 0.2 82.8 1.5 84.4 1.6

区　　　　分 平成12年度 伸び率 平成13年度 伸び率 平成14年度 伸び率 平成15年度 伸び率 平成16年度 伸び率

地 方 税 収 入 額 6,770,106 △ 1.2 6,843,891 1.1 7,078,849 3.4 7,055,767 △ 0.3 7,228,716 2.5

税 徴 収 率 83.4 △ 1.1 82.4 △ 1.0 81.4 △ 1.0 80.4 △ 1.0 81.9 1.5

(単位：千円：％)

(単位：千円：％)
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目的別経費推移表 目的別経費構成推移表 単位：千円：％

区　分 平成12年度 平成13年度 平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成12年度 平成13年度 平成14年度 平成15年度 平成16年度

議会費 305,106 322,103 320,596 316,515 297,030 1.2 1.2 1.3 1.3 1.3

総務費 4,450,645 4,687,201 4,069,354 3,967,811 3,621,789 17.4 17.9 16.4 16.6 15.2

民生費 5,941,175 6,485,069 6,629,273 7,171,890 8,004,993 23.2 24.7 26.7 29.9 33.6

衛生費 1,266,283 1,265,200 1,305,937 1,319,865 1,283,115 5.0 4.8 5.3 5.5 5.4

労働費 87,933 81,823 160,913 168,774 152,878 0.3 0.3 0.6 0.7 0.6

農水費 220,832 101,233 114,030 115,689 92,474 0.9 0.4 0.5 0.5 0.4

商工費 379,090 399,000 1,483,835 186,400 305,695 1.5 1.5 6.0 0.8 1.3

土木費 5,781,284 4,985,541 4,400,477 4,288,623 4,001,245 22.6 19.0 17.8 17.9 16.8

消防費 1,006,389 761,116 730,893 778,439 793,565 3.9 2.9 2.9 3.2 3.3

教育費 3,854,056 4,336,624 3,148,005 3,299,551 2,844,326 15.1 16.6 12.7 13.8 12.0

災害復旧 8,373 0.0

公債費 2,283,755 2,805,956 2,422,895 2,354,656 2,399,471 8.9 10.7 9.8 9.8 10.1

計 25,576,548 26,230,866 24,786,208 23,968,213 23,804,954 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
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性質別経費推移表 構成比較表 （単位：千円：％）

区　　　分 平成12年度 平成13年度 平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成12年度 平成13年度平成14年度 平成15年度 平成16年度

人 件 費 5,412,912 5,517,590 5,236,962 5,264,894 4,952,200 21.2 21.0 21.1 22.0 20.8

扶 助 費 3,113,978 3,543,515 3,880,159 4,466,825 4,847,093 12.2 13.5 15.7 18.6 20.3

公 債 費 2,283,755 2,805,956 2,422,895 2,354,656 2,399,471 8.9 10.7 9.8 9.8 10.1

普通建設事業費 7,048,480 6,774,711 5,528,280 4,550,667 3,822,373 27.5 25.8 22.3 19.0 16.1

そ の 他 7,717,423 7,589,094 7,717,912 7,331,171 7,783,817 30.2 29.0 31.1 30.6 32.7

合 計 25,576,548 26,230,866 24,786,208 23,968,213 23,804,954 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
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(単位：％）

区　　　分 平成12年度 平成13年度 平成14年度 平成15年度 平成16年度

人 件 費 33.7 32.7 31.9 30.5 30.7

扶 助 費 6.4 6.6 9.0 11.6 10.5

公 債 費 15.2 15.7 15.5 15.3 15.9

物 件 費 11.7 11.8 12.6 12.6 12.9

そ の 他 16.0 14.3 12.3 12.8 14.4

経 常 収 支 比 率 83.0 81.1 81.3 82.8 84.4
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(単位：千円：％)

区　　　分 平成12年度 平成13年度 平成14年度 平成15年度 平成16年度

普通建設事業費 7,048,480 6,774,711 5,528,280 4,550,667 3,822,373

１．補助事業 6,165,932 5,597,144 4,421,263 3,352,745 3,110,976

２．単独事業 882,548 1,177,567 1,107,017 1,197,922 711,397

一般財源充当額 1,304,116 1,068,827 872,108 1,017,048 893,931

普通建設事業・一般財源充当推移表
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地方債・公債費比較 (単位：千円：％)

区　　分 平成１2年度 平成１３年度 平成１４年度 平成１５年度 平成１６年度
地方債（歳入） 1,312,300 1,808,220 2,592,380 2,805,000 2,221,200
公債費（歳出） 2,283,755 2,805,956 2,422,895 2,354,656 2,399,471

うち元金 1,438,722 2,015,925 1,690,194 1,673,586 1,743,540
うち利子 843,770 788,825 731,855 678,282 651,855

うち一借利子 1,263 1,206 846 2,788 4,076
うち特定債 0 0 0 0 0
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(単位：千円)

区　　　分 平成１２年度 平成１３年度 平成１４年度 平成１５年度 平成１６年度
債務負担行為額
限度額 5,193,227 4,033,734 6,707,658 5,200,805 8,283,895

地 方 債現 在高 22,838,389 22,574,264 23,445,658 24,577,072 25,054,731

平成１２年度 平成１３年度 平成１４年度 平成１５年度 平成１６年度
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区 分 平成16年度 構成 平成15年度 構成 平成14年度 構成 平成13年度 構成 平成12年度 構成 平成11年度 構成

地 方 税 7,229 29.7 7,056 28.8 7,078 27.8 6,843 25.5 6,770 25.8 6,851 26.8

地 方 譲 与 税 334 1.4 175 0.7 171 0.7 170 0.6 164 0.6 159 0.6

地 方 交 付 税 4,403 18.1 4,659 19.0 5,678 22.3 6,324 23.6 6,750 25.7 6,546 25.6

国 庫 支 出 金 4,618 19.0 5,080 20.7 4,957 19.5 6,317 23.5 6,479 24.7 6,896 27.0

県 支 出 金 1,387 5.7 1,487 6.1 1,771 7.0 806 3.0 809 3.1 696 2.7

地 方 債 2,221 9.1 2,805 11.4 2,592 10.2 1,808 6.7 1,312 5.0 953 3.8

そ の 他 4,145 17.0 3,257 13.3 3,178 12.5 4,583 17.1 3,953 15.1 3,456 13.5

歳 入 総 額 24,337 100.0 24,519 100.0 25,425 100.0 26,851 100.0 26,237 100.0 25,557 100.0

人 件 費 4,952 20.8 5,265 22.0 5,236 21.1 5,517 21.0 5,413 21.2 5,453 21.8

物 件 費 2,752 11.6 2,808 11.7 2,748 11.1 2,692 10.3 2,519 9.8 2,583 10.3

補 助 費 等 1,351 5.7 1,375 5.7 1,427 5.7 1,279 4.9 1,397 5.5 1,731 6.9

公 債 費 2,399 10.1 2,355 9.8 2,423 9.8 2,806 10.7 2,284 8.9 2,182 8.7

普 通 建 設 費 3,822 16.1 4,551 19.0 5,528 22.3 6,774 25.8 7,048 27.6 5,525 22.0

うち補助事業費 3,111 13.1 3,353 14.0 4,421 17.8 5,597 21.3 6,166 24.1 4,574 18.3

うち単独事業費 711 3.0 1,198 5.0 1,107 4.5 1,177 4.5 882 3.4 951 3.8

そ の 他 8,529 35.7 7,614 31.8 7,424 30.0 7,162 27.3 6,916 27.0 7,585 30.3

歳 出 総 額 23,805 100.0 23,968 100.0 24,786 100.0 26,230 100.0 25,577 100.0 25,059 100.0

人 口 （ 年 度 末 ） 88,565 87,700 87,229 86,898 85,918 85,146

１ 人 当 税 負 担 81,624 80,456 81,143 78,747 78,796 80,462

自 主 財 源 比 率 40.4 36.2 34.9 36.9 35.4 35.3

(単位：百万円：％)

(単位：百万円：％)

(単位：人：％)

年度別歳入歳出決算の状況

　（



 （単位：千円：％）
区 分 平成16年度 前年度比較 平成15年度 前年度比較 平成14年度 前年度比較 平成13年度 前年度比較 平成12年度 前年度比較 平成11年度 前年度比較

人 件 費 4,952,200 △ 5.9 5,264,894 0.5 5,236,962 △ 5.1 5,517,590 1.9 5,412,912 △ 0.7 5,452,992 △ 5.3
扶 助 費 4,847,093 8.5 4,466,825 15.1 3,880,159 9.5 3,543,515 13.8 3,113,978 △ 7.7 3,374,222 4.2
公 債 費 2,399,471 1.9 2,354,656 △ 2.8 2,422,895△ 13.7 2,805,956 22.9 2,283,755 4.7 2,182,027 1.8
普 通建 設事 業費 3,822,373 △ 16.0 4,550,667△ 17.7 5,528,280△ 18.4 6,774,711 △ 3.9 7,048,480 27.6 5,525,129 △ 35.1
うち補助事業費 3,110,976 △ 7.2 3,352,745△ 24.2 4,421,263△ 21.0 5,597,144 △ 9.2 6,165,932 34.8 4,574,011 △ 30.4
うち単独事業費 711,397 △ 40.6 1,197,922 8.2 1,107,017 △ 6.0 1,177,567 33.4 882,548 △ 7.2 951,118 △ 50.8

災 害復 旧事 業費 8,373 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0
失 業対 策事 業費 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0　皆減 18△ 10.0 20 △ 64.3
物 件 費 2,752,051 △ 2.0 2,807,768 2.2 2,748,310 2.1 2,692,277 6.9 2,518,554 △ 2.5 2,583,053 10.4
維 持 補 修 費 170,797 0.1 170,643 2.3 166,857 4.6 159,491 △ 4.8 167,594 △ 4.6 175,620 13.2
補 助 費 等 1,351,467 △ 1.7 1,374,782 △ 3.7 1,427,850 11.6 1,279,264 △ 8.4 1,396,881△ 19.3 1,730,740 25.0
積 立 金 624,983 △ 17.3 756,098△ 10.1 841,236 △ 8.0 914,121△ 38.9 1,496,789△ 27.3 2,058,761 144.0
投 資 及 び 出 資 金 4,030 △ 33.2 6,030 △ 1.6 6,130 △ 6.3 6,540△ 89.3 61,061 533.7 9,636 5.4
貸 付 金 135,000 500.0 22,500△ 93.0 321,500 62.8 197,500 125.7 87,500 288.9 22,500 50.0
繰 出 金 2,737,116 24.8 2,193,350 △ 0.6 2,206,029 △ 5.7 2,339,901 17.6 1,989,026 2.3 1,944,472 26.0
前 年 度 繰 上 充 用 金 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0
歳 出 合 計 23,804,954 △ 0.7 23,968,213 △ 3.3 24,786,208 △ 5.5 26,230,866 2.6 25,576,548 2.1 25,059,172 △ 3.4

議 会 費 297,030 △ 6.2 316,515 △ 1.3 320,596 △ 0.5 322,103 5.6 305,106 △ 3.8 317,201 △ 0.3
総 務 費 3,621,789 △ 8.7 3,967,811 △ 2.5 4,069,354△ 13.2 4,687,201 5.3 4,450,645 16.5 3,821,259 10.2
民 生 費 8,004,993 11.6 7,171,890 8.2 6,629,273 2.2 6,485,069 9.2 5,941,175△ 16.4 7,103,313 24.5
衛 生 費 1,283,115 △ 2.8 1,319,865 1.1 1,305,937 3.2 1,265,200 △ 0.1 1,266,283 6.5 1,189,243 9.3
労 働 費 152,878 △ 9.4 168,774 4.9 160,913 96.7 81,823 △ 6.9 87,933 △ 8.6 96,174 10.9
農 林 水 産 業 費 92,474 △ 20.1 115,689 1.5 114,030 12.6 101,233△ 54.2 220,832 4.4 211,517 △ 28.4
商 工 費 305,695 64.0 186,400△ 87.4 1,483,835 271.9 399,000 5.3 379,090△ 30.2 543,382 41.4
土 木 費 4,001,245 △ 6.7 4,288,623 △ 2.5 4,400,477△ 11.7 4,985,541△ 13.8 5,781,284 8.3 5,339,843 △ 3.9
消 防 費 793,565 1.9 778,439 6.5 730,893 △ 4.0 761,116△ 24.4 1,006,389 27.5 789,268 △ 3.8
教 育 費 2,844,326 △ 13.8 3,299,551 4.8 3,148,005△ 27.4 4,336,624 12.5 3,854,056 11.2 3,465,945 △ 43.0
災 害 復 旧 費 8,373 皆増 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0
公 債 費 2,399,471 1.9 2,354,656 △ 2.8 2,422,895△ 13.7 2,805,956 22.9 2,283,755 4.7 2,182,027 1.8
諸 支 出 金 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0
歳 出 合 計 23,804,954 △ 0.7 23,968,213 △ 3.3 24,786,208 △ 5.5 26,230,866 2.6 25,576,548 2.1 25,059,172 △ 3.4

                                        歳　　出　　決　　算　　推　　移　　表                                               



区 分 平成16年度 前年度比較 平成15年度 前年度比較 平成14年度 前年度比較 平成13年度 前年度比較 平成12年度 前年度比較 平成11年度 前年度比較

地 方 税 7,228,716 2.5 7,055,767 △ 0.3 7,078,849 3.4 6,843,891 1.1 6,770,106 △ 1.2 6,850,809 0.8
地 方 譲 与 税 333,855 91.3 174,535 1.9 171,251 0.3 170,766 4.1 164,015 2.9 159,395 1.9
利 子割 交付 金等 33,593 △ 18.2 41,051△ 49.7 81,562△ 50.0 163,001 38.3 117,839 207.2 38,360 △ 3.3
地方消費税交付金 655,941 15.9 566,111 15.8 488,776△ 11.4 551,469 3.8 531,129 3.1 515,024 △ 7.4
ゴルフ場利用税交付金 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0
特別地方消費税交付金 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 皆減 2,083△ 73.7 7,910 5.9
自動車取得税交付金 56,737 11.6 50,843 6.6 47,693△ 11.5 53,919 4.6 51,552 0.6 51,238 △ 6.9
地 方 特 例 交 付 金 255,408 △ 0.3 256,298 6.2 241,293 5.6 228,470 0.8 226,644 43.4 158,017 皆増
地 方 交 付 税 4,402,738 △ 5.5 4,659,165△ 17.9 5,678,079△ 10.2 6,324,112 △ 6.3 6,749,500 3.1 6,546,374 7.1
交通安全対策交付金 13,653 0.1 13,643 11.3 12,261 1.4 12,093 5.2 11,494△ 12.1 13,081 △ 1.4
分 担金 ・負 担金 216,108 6.6 202,730△ 14.4 236,703 10.0 215,169 19.5 180,131△ 28.1 250,602 4.5
使 用 料 272,013 0.3 271,126 9.5 247,586 △ 0.3 248,260 7.8 230,254 8.1 213,053 4.9
手 数 料 111,108 △ 26.6 151,300 137.2 63,774 △ 6.4 68,167 △ 6.0 72,551 10.2 65,856 2.3
国 庫 支 出 金 4,617,567 △ 9.1 5,079,787 2.5 4,957,450△ 21.5 6,317,258 △ 2.5 6,478,597 △ 6.1 6,896,251 △ 8.6

国有提供施設等助成金 519,558 2.8 505,469 △ 0.3 506,909 △ 0.1 507,331 0.1 506,650 0.5 504,339 △ 1.9

県 支 出 金 1,386,810 △ 6.8 1,487,280△ 16.0 1,771,286 119.7 806,183 △ 0.3 808,932 16.2 696,301 3.8
財 産 収 入 229,755 31.3 175,042 53.6 113,980△ 40.2 190,447 △ 1.1 192,477 84.9 104,114 △ 31.1
寄 附 金 4,115 75.6 2,344 48.4 1,580△ 99.5 289,092 28.5 224,969 851.2 23,650 744.6
繰 入 金 664,116 147.5 268,305△ 31.9 394,272△ 68.8 1,264,168 28.5 983,573 143.9 403,345 145.3
繰 越 金 550,613 △ 13.8 638,486 6.7 598,537 △ 9.3 660,135 32.6 497,958△ 47.2 943,284 △ 36.2
諸 収 入 563,203 391.7 114,545△ 18.5 140,473 8.2 129,806 4.7 123,929△ 23.8 162,727 △ 29.1
地 方 債 2,221,200 △ 20.8 2,805,000 8.2 2,592,380 43.4 1,808,220 37.8 1,312,300 37.6 953,400 △ 49.4
歳 入 合 計 24,336,807 △ 0.7 24,518,827 △ 3.6 25,424,694 △ 5.3 26,851,957 2.3 26,236,683 2.7 25,557,130 △ 4.9

地 方 税 7,228,716 2.5 7,055,767 △ 0.3 7,078,849 3.4 6,843,891 1.1 6,770,106 △ 1.2 6,850,809 0.8
市　民　税 2,871,773 △ 2.7 2,950,987 △ 0.2 2,955,598 3.6 2,853,100 1.0 2,825,227 △ 3.3 2,922,671 △ 0.8
固定資産税 3,709,061 7.7 3,442,728 △ 1.3 3,487,402 3.8 3,359,018 2.9 3,263,841 1.4 3,217,578 4.5
軽自動車税 145,611 12.8 129,071 11.0 116,266 12.4 103,472 11.9 92,450 9.8 84,215 9.3

市町村たばこ税 497,893 △ 0.1 498,435 2.7 485,253 △ 0.6 488,304 △ 8.4 533,215 △ 3.5 552,763 △ 3.0
特別土地保有税 0△ 100.0 30,471 △ 0.1 30,509△ 14.6 35,704△ 30.4 51,280△ 26.0 69,255 △ 43.3
入　湯　税 4,378 7.4 4,075 6.6 3,821△ 11.0 4,293 4.9 4,093 △ 5.4 4,327 10.7

地 方 交 付 税 4,402,738 △ 5.5 4,659,165△ 17.9 5,678,079△ 10.2 6,324,112 △ 6.3 6,749,500 3.1 6,546,374 7.1
普通交付税 3,894,471 △ 5.1 4,102,069△ 19.3 5,085,737△ 11.0 5,714,904 △ 6.7 6,124,349 2.8 5,956,329 6.5
特別交付税 508,267 △ 8.8 557,096 △ 6.0 592,342 △ 2.8 609,208 △ 2.6 625,151 5.9 590,045 14.6

　　　歳　　入　　決　　算　　推　　移　　表 　（単位：千円：％）



区 分 平成16年度 前年度比較 平成15年度 前年度比較 平成14年度 前年度比較 平成13年度 前年度比較 平成12年度 前年度比較 平成11年度 前年度比較

歳 入 総 額 Ａ 24,336,807 △ 0.7 24,518,826 △ 3.6 25,424,694 △ 5.3 26,851,957 2.3 26,236,683 2.725,557,130 △ 4.9

歳 出 総 額 Ｂ 23,804,954 △ 0.7 23,968,213 △ 3.3 24,786,208 △ 5.5 26,230,866 2.6 25,576,548 2.125,059,172 △ 3.4

歳入歳出差引額 Ｃ 531,853 △ 3.4 550,613 △ 13.8 638,486 2.8 621,091 △ 5.9 660,135 32.6 497,958 △ 47.2

次 年 度繰 越額 Ｄ 49,415 △ 57.9 117,348 △ 28.3 163,653 6.4 153,784 △ 10.7 172,289 90.2 90,578 △ 79.7

実 質 収 支 Ｅ 482,438 11.3 433,265 △ 8.8 474,833 1.6 467,307 △ 4.2 487,846 19.8 407,380 △ 18.0

単 年 度 収 支 Ｆ 49,173 △ 218.3 △ 41,568 △ 652.3 7,526 △ 136.6 △ 20,539 △ 125.5 80,466 △ 189.8 △ 89,589△ 273.5

積 立 金 Ｇ 243,900 △ 2.8 251,000 △ 11.6 283,842 6.5 266,643 △ 66.9 805,783 70.3 473,202 100.2

繰 上 償 還 金 Ｈ 0 0.0 0 0.0 0 0.0 388,041　皆増 0 △ 100.0 48,875 △ 59.1

積 立 金取 崩額 Ｉ 330,000　皆増 0 0.0 200,000 △ 73.1 744,401 24.1 600,000 69.0 355,000 247.4

実質単年度収支 Ｊ △ 36,927 △ 117.6 209,432 129.2 91,368 △ 182.9 △ 110,256 △ 138.5 286,249 269.4 77,488 △ 74.6

基準財政収入額 Ｋ 6,684,556 4.9 6,373,068 0.3 6,350,962 2.2 6,212,997 1.5 6,119,937 1.6 6,020,731 △ 1.5

基準財政需要額 Ｌ 10,579,027 0.9 10,479,688 △ 8.4 11,443,741 △ 4.0 11,924,985 △ 2.6 12,244,286 2.211,983,347 2.3

標 準 税収 入額 Ｍ 8,847,880 4.9 8,433,470 0.3 8,407,129 2.2 8,224,802 1.5 8,101,981 1.6 7,974,082 △ 1.5

標 準 財政 規模 Ｎ 12,742,351 1.6 12,535,539 △ 7.1 13,492,866 △ 3.2 13,939,706 △ 2.0 14,226,330 2.113,930,411 1.8

財 政 力 指 数 0.598 0.037 0.561 0.036 0.525 0.017 0.508 0.000 0.508 △ 0.007 0.515△ 0.014

（単年度指数） 0.632 0.024 0.608 0.053 0.555 0.034 0.521 0.021 0.500 △ 0.002 0.502△ 0.020

経 常 収支 比率 ％ 84.4 1.6 82.8 1.5 81.3 0.2 81.1 △ 1.9 83.0 0.6 82.4 △ 2.1

実 質 収支 比率 ％ 3.8 0.3 3.5 △ 0.2 3.7 0.3 3.4 0.0 3.4 0.5 2.9 △ 0.7
経常一般財源比率 ％ 103.3 0.4 102.9 0.3 102.6 △ 0.7 103.3 0.4 102.9 △ 0.2 103.1 1.8

公債費負担比率 ％ 14.2 0.2 14.0 △ 0.1 14.1 △ 1.9 16.0 2.7 13.3 0.2 13.1 △ 0.5

公 債 費 比 率 ％ 14.7 0.6 14.1 △ 0.4 14.5 △ 0.8 15.3 0.7 14.6 0.5 14.1 0.6

起 債 制限 比率 ％ 12.0 △ 0.1 12.1 0.0 12.1 0.1 12.0 0.5 11.5 0.4 11.1 0.3

積 立 金現 在高 7,597,605 0.4 7,569,612 7.8 7,021,106 8.0 6,498,375 △ 4.6 6,810,185 2.2 6,660,347 33.1

財政調整基金 1,387,442 △ 5.8 1,473,542 20.5 1,222,541 7.4 1,138,699 △ 29.6 1,616,457 14.6 1,410,673 9.1

減債　基　金 164,143 0.2 163,837 0.1 163,690 0.1 163,451 △ 8.4 178,344 29.3 137,909 0.3

特定目的基金 6,046,020 1.9 5,932,233 5.3 5,634,875 8.4 5,196,225 3.6 5,015,384 △ 1.9 5,111,765 43.0

地 方 債現 在高 25,054,731 1.9 24,577,072 4.8 23,445,658 3.9 22,574,264 △ 1.2 22,838,389 △ 0.622,964,811 △ 1.4

債務負担行為額 3,791,811 115.9 1,756,245 △ 27.8 2,433,839 △ 11.6 2,751,672 △ 47.0 5,193,227 △ 29.4 7,353,362 39.3

(うち一般財源等) 3,556,200 179.0 1,274,451 7.7 1,183,394 △ 1.5 1,201,837 19.0 1,009,941 △ 5.6 1,069,989 58.1
＊Ｃ＝Ａ－Ｂ　　Ｅ＝Ｃ－Ｄ　　Ｊ＝Ｆ＋Ｇ＋Ｈ－Ｉ　　Ｆ＝Ｅ－前年度のＥ
財政力指数＝（錯誤額差引前のＫ／Ｌ）の決算年度を含む過去３カ年の単純平均値
経常一般財源比率＝歳入一般財源等÷標準財政規模×１００、　１００を超えるほど経常一般財源に余裕があり歳入構造に弾力性がある。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　普通会計収支状況・諸指標
（単位：千円：％）



平成１６年度１１市普通会計決算収支比較表
※　旧具志川市、石川市については合併のため打切決算。（市町村の合併等により、出納整理期間中の歳入・歳出がない。） （単位：千円：％）

歳入歳出 翌年度 単 年 度 積立金 実質単年 債務負担

差　　引 繰越財源 収　　支 取崩額 度収支 翌年以降

宜野湾市 24,336,807 23,804,954 531,853 49,415 482,438 49,173 243,900 0 330,000 △ 36,927 7,597,605 92.8 3,791,811

那 覇 市 111,654,612 109,691,738 1,962,874 497,730 1,465,144 482,340 996,732 24,259 1,657,597 △ 154,266 18,279,139 98.5 12,595,388

石 川 市 8,191,684 8,278,933 △ 87,249 0 △ 87,249 △ 229,721 83,000 0 59,000 △ 205,721 241,686 94.4 337,273

具志川市 21,344,594 20,547,341 797,253 0 797,253 462,004 454,408 0 644,129 272,283 1,541,623 93.7 939,936

平 良 市 17,257,629 17,081,724 175,905 47,049 128,856 87,221 0 0 8,000 87,221 41,704 91.8 668,879

石 垣 市 18,974,388 18,626,289 348,099 13,126 334,973 147,909 230,087 0 0 377,996 810,417 85.2 877,060

浦 添 市 34,095,661 33,467,655 628,006 131,733 496,273 △ 116,960 303,000 0 800,000 △ 613,960 4,019,400 97.3 5,547,011

名 護 市 29,109,342 28,517,575 591,767 167,634 424,133 151,791 327,567 0 477,314 2,044 1,579,674 93.4 1,026,175

糸 満 市 21,107,926 20,808,802 299,124 63,463 235,661 △ 18,631 2 0 500,000 △ 518,629 2,272,797 95.0 62,694

沖 縄 市 41,928,862 41,193,925 734,937 415,764 319,173 △ 187,917 340,296 0 0 152,379 7,924,942 94.4 3,224,529

豊見城市 17,147,852 16,665,217 482,635 28,413 454,222 95,965 11,188 0 0 107,153 1,270,559 95.1 90,539

平　均 31,377,214 30,789,468 587,746 128,575 459,171 83,925 271,835 2,205 406,913 △ 48,221 4,143,595 93.8 2,651,027

平成１６年度１１市普通会計決算財政諸指標比較表
（単位：千円：％）

基 準 財 政基 準 財 政財 政 力実 質 収 支 経 常 一 般起 債 制 限公 債 費 公 債 費 地 方 債

需 要 額収 入 額指 数比 率 人 件 費公 債 費財 源 比 率比 率比 率 負担比率 残 高

宜野湾市 12,742,351 10,579,027 6,684,556 0.598 3.8 84.4(93.0) 30.7 15.9 103.3 12.0 14.7 14.2 25,054,731

那 覇 市 50,584,924 40,972,050 29,995,551 0.700 2.9 89.6(97.2) 34.7 18.6 100.9 14.3 16.8 16.7 122,393,760

石 川 市 3,895,008 3,348,090 1,735,708 0.500 △ 2.2 115.4(104.8) 48.7 14.2 101.2 9.4 10.8 10.3 6,357,149

具志川市 9,647,697 8,322,442 4,151,065 0.480 8.3 90.5(98.4) 35.3 16.1 104.9 11.3 13.3 12.3 18,365,899

平 良 市 8,057,720 7,185,610 2,798,950 0.379 1.6 95.1(101.7) 36.3 27.1 99.5 14.6 18.1 22.6 18,907,228

石 垣 市 10,499,138 9,437,895 3,672,891 0.370 3.2 85.8(91.4) 34.1 26.1 99.6 15.9 21.3 23.2 23,530,907

浦 添 市 16,401,522 13,290,879 9,562,625 0.694 3.0 83.7(91.5) 30.5 16.4 103.3 10.3 14.1 14.2 35,018,255

名 護 市 10,540,205 9,242,790 4,132,648 0.433 4.0 95.0(101.7) 38.5 19.7 112.8 15.6 19.8 16.0 23,753,718

糸 満 市 9,734,921 8,596,631 3,562,098 0.408 2.4 102.8(111.4) 34.4 21.5 98.6 12.8 18.1 17.0 25,359,358

沖 縄 市 20,445,985 17,592,307 8,974,158 0.500 1.6 86.9(93.5) 31.7 15.3 110.7 11.6 15.2 13.8 40,200,582

豊見城市 7,894,493 6,783,671 3,242,041 0.450 5.8 88.7(97.3) 34.9 19.5 100.1 10.5 14.9 16.8 13,792,932

平　均 14,585,815 12,304,672 7,137,481 0.501 3.1 92.5(98.3) 35.4 19.1 103.2 12.6 16.1 16.1 32,066,774

積立金
(財調決算額）

経 常 収 支 比 率

繰上償還 基金残高 ラス指数実質収支

区　分

区　　分 歳　　入 歳　出

標準財政規模



コード番号  4  7  2  0  5  1  市 町 村 類 型 　Ⅲ－ ５

 ふ り が な  ぎ  の  わ  ん  し 　16年度交付税 　甲－ 4

 市町村名  宜   野   湾    市 　種 地 区 分 (評点 547)

　　　 産    　業　    構　    造

　　　　人　　　　口

平成12年 86,744人 人 人

平成7年 82,862人 就 H12年 　 ％ 　   ％ 　     ％

 増 減 率 4.7％ 4,446 85,720 業 国調 17.4 81.9

住本 (17.3.31) 88,565人  人 人 人

民台 (16.3.31) 87,700人 口 H7年 　  ％ 　   ％ 　     ％

基帳  増 減 率 1.0％ 4,278 81,790 国調 1.0 19.0 80.0

平成15年度 平成16年度

　　　区　      分 　　  千円 　　  千円 　 区　　 分 　   指　数　等 　の状況

    6,684,556 ○市町村圏

 1　歳  入  総  額  Ａ  24,518,826  24,336,807    10,579,027   再建､山村

    8,847,880   財政､過疎

 2　歳  出  総  額  Ｂ  23,968,213  23,804,954    12,742,351   不交付

 3  歳入歳出差引額    0.60(0.598)   新産

  　　　　　　 A-B　 Ｃ   550,613 　　531,853 ％   低開発

 4　翌年度へ繰り越す ％   工特､産炭

　  べき財源        Ｄ     117,348    　49,415 ％

 5　実 質 収 支  ｲ  ｲ ％ 　事務の共同

　C-D  Ｅ     433,265     482,438 ％ 　処理の状況

 ｲ-ｱ  ｲ-ｱ     7,597,605 ○ごみ処理

 6  単 年 度 収 支　 Ｆ    △41,568   　 49,173 　    うち財政調整基金  　1,387,442 ○し尿処理

      うち減 債 基 金       164,143   伝染病

 7  積　　立　　金　 Ｇ     251,000     243,900   その他特定目的基金0    6,046,020 　　　関係

   25,054,731  小学校関係

 8  繰 上 償 還 金  Ｈ 0 0 　うち政府資金現在高   21,286,301  中学校関係

    8,283,895  税務関係

 9  積立金取くずし額 Ｉ 0     330,000  （翌年度以降支出予定額）    3,791,811  火葬場

10　実質単年度収支  消  防

　　F + G + H - I　 Ｊ   209,432  　△36,927 　　　―

法適用 実　質 普通会計からの 職員数      特　別　職　等

  事　業　名 の有無 収支額　千円 繰入額　　千円 人

国民健康保険事業   無 15 年 月 日 　　　　　　 円

老人保健医療事業   無 1 市町村長  H8.4.1 901,000

土地区画整理事業   無 -  助  役    〃 742,000

下 水 道 事 業   無 15 収入役    〃 672,000

介護保険事業   無 10 教育長    〃 672,000

介護サービス事業   無 30 議会議長  H10.4.1 479,000

上 水 道 事 業   有 33 議会副議長   〃 426,000

   区     分  職  員  数  1人当たりの給料月額  委員長    〃 409,000

 一 般 職 員 563 329,900 円  議会議員    〃 400,000

  うち消防関係 80 340,400 円 　 ‐ 　 ‐         ‐

教 育 公 務 員 36 345,300 円 　 ‐ 　 ‐         ‐

      計 599 330,800 円 　 ‐ 　 ‐         ‐

均等割 3,000円  　　　 50 千円

標準税率に  　　3,000 千円

対する比率

1.0

 489,695

 22,296

3,974

 △48,955

 3,494

 0

 4,950

 56,604

 15,182

 64,894

 0

 1,404,278

 275,985

 539,741

国
　
調

 平成12年

12.0

14.7

平成16年度
決 算 状 況

都道府県名 沖 縄 県

人口集中

改定実施

0.7

 　262人  6,205人

   3.8

103.3

   14.2

 　335人

 給料(報酬) 月額

 6,502人

滞納繰越分 合  計
区　　　　分

　　　　　％ 　　　　　％ 　　　　　％

97.2

92.3

94.7

20.4

22.1

21.5

87.6

76.4

81.9

市
民
税

個
人
分 所得割

市
民
税

法
人
分

　 法 人 税  割

固　定　資　産　税

12.3％

均 　等　 割

平成12年

平成7年

徴
　
収
　
率

1.4％

  経常一般財源比率

固定資産税

合      計

市  民  税

 適   用   税   率   の   状   況

普
通
会
計
職
員
数

　 公債費負担比率

   公債費比率

   起債制限比率

   積立金現在高

公
営
事
業
の
状
況

   可処分資産額

 区　分

現年課税分

   地方債現在高

 第 １ 次  第 ２ 次   第 ３ 次

 29,259人

 区 　分地区人口

 平成7年

19.59

面 積 k㎡

指定団体等

人口密度 

 27,407人

基準財政収入額

基準財政需要額

 　標準税収入額

  債務負担行為額

 　標準財政規模

 　財政力指数

　 実質収支比率



決算額 構成比 経常一般財 K の構 決算額 構成比 税　等 経常一般財 経常収支

千円     ％ 源 K  千円 成比 ％     千円     ％     千円 源    千円 比率　％

地　　方　　税 7,228,716 7,228,716 49.8人    件    費 4,952,200 20.8 4,802,989 4,448,208 30.7(33.8)

地 方 譲 与 税 333,855 333,855 2.3  うち職員給 3,417,593 14.4 3,417,593 ‐ ‐

利子割交付金 28,688 28,688 0.2扶    助    費 4,847,093 20.3 1,523,964 1,522,113 10.5(11.6)

4,026 4,026 0.0公    債    費 2,399,471 10.1 2,333,411 2,303,516 15.9(17.5)

879 879 0.0内  元利償還金 2,395,395 10.1 2,329,335 2,299,440 15.9(17.5)

地方消費税交付金 655,941 655,941 4.5訳  一時借入金 4,076 0.0 4,076 4,076 0.0(0.0)

特別地方消費税交付金 0 0 0.0   小    計 12,198,764 51.2 8,660,364 8,273,837 57.1(62.9)

自動車取得税交付金 56,737 56,737 0.4物    件    費 2,752,051 11.6 2,214,370 1,868,554 12.9(14.2)

地方特例交付金 255,408 255,408 1.8維 持 補 修 費 170,797 0.7 161,649 161,649 1.1(1.2)

地 方 交 付 税 4,402,738 3,894,471 26.8補  助  費  等 1,351,467 5.7 1,035,765 935,830 6.5(7.1)

  (普通交付税) 3,894,471 3,894,471 26.8繰    出    金 2,737,116 11.5 2,388,129 972,267 6.7(7.4)

  (特別交付税) 508,267 ‐ ‐ 投資出資貸付金 139,030 0.6 26,242 25,732 0.2(0.2)

    小      計 12,966,988 12,458,721 85.8積    立    金 624,983 2.6 479,874

交通安全対策特別交付金 13,653 13,653 0.1前年度繰上充用金 ‐ ‐ ‐

分担金 負担金 216,108 ‐ ‐ 3,830,746 16.1 896,001

使    用    料 272,013 21,191 0.2  うち人件費 220,141 0.9 220,141　経常収支比率 84.4

手    数    料 111,108 34,062 0.2 普通建設事業 3,822,373 16.1 893,931 (93.0)

国 庫 支 出 金 4,617,567 ‐ ‐ 補  助 3,110,976 13.1 351,891

国有提供施設交付金 519,558 519,558 3.6 単  独 711,397 3.0 542,040

県  支  出  金 1,386,810 ‐ ‐ 県事業負担等 ‐ ‐ ‐
歳入経常一般財源額 

財  産  収  入 229,755 110,387 0.8 災害復旧事業費 8,373 0.0 2,070
14,506,870

寄    附    金 4,115 ‐ ‐ 失業対策事業 ‐ ‐ ‐
(13,159,170)

繰    入    金 664,116 ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐

繰    越    金 550,613 ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐

諸    収    入 563,203 1,598 0.0 ‐ ‐ ‐ ‐

地    方    債 2,221,200 1,347,700 9.3 ‐ ‐ ‐ ‐ 　ﾗｽﾊﾟｲﾚｽ指数 92.8

14,506,870 （H16.4.1現在）

(13,159,170)

決算額 構成比  増減率 超  過 決算額 構成比 税　等

千円     ％ ％ 課税額 千円 ％

 個人分 74,832 19.7 ‐  議    会    費 297,030 1.3 297,030

 法人分 138,248 16.0 ‐  総    務    費 3,621,789 15.2 3,161,562

2,285,769 △ 2.7 ‐  民    生    費 8,004,993 33.6 4,077,757

372,924 △ 11.2 ‐  衛    生    費 1,283,115 5.4 1,138,632

 固 定 資 産 税 3,709,061 7.7 ‐  労    働    費 152,878 0.6 65,391

 軽 自 動 車 税 145,611 12.8 ‐  農 林 水 産 費 92,474 0.4 88,453

 市町村たばこ税 497,893 △ 0.1 ‐  商    工    費 305,695 1.3 170,770

 電    気    税 ‐ ‐ ‐ ‐  土    木    費 4,001,245 16.8 1,538,449

 ガ    ス    税 ‐ ‐ ‐ ‐  消    防    費 793,565 3.3 739,405

 特別土地保有税 0 △ 100.0 ‐ ‐  教    育    費 2,844,326 12.0 2,249,464

法定外普通税旧法税 ‐ ‐ ‐ ‐  災 害 復 旧 費 8,373 ‐ 2,070

 目    的    税 4,378 7.4 ‐ ‐  公    債    費 2,399,471 10.1 2,333,411

内  入  湯  税 4,378 7.4 ‐ ‐  諸  支  出  金 ‐ ‐ ‐

 都市計画税 ‐ ‐ ‐ ‐ 前年度繰上充用金 ‐ ‐ ‐

容  そ  の  他 ‐ ‐ ‐ ‐ 特別区調整納付金 ‐ ‐ ‐

7,228,716 2.5 ‐ 23,804,954 100.0 15,862,394

歳               入 性　　　　質　　　　別　　　　歳　　　　出

合    計

市        町        村        税 目　　　的　　　別　　　歳　　　出

16,394,247

（減税補てん
債及び臨時財
政対策債を除
く）

投 資 的 経 費

（

　
内
　
　
訳
　
）

  区      分

合      計

区      分
 基準税額

 ×100/75

73,591

161,572

区　　　 分

5.2

1.0

18.1

0.0

0.9

1.1

0.2

16.0

2,317,393

441,901

1.4

0.1

2.7

2.3

1.1

51.3

2.0

6.9

1.9

31.6

‐

0.1

0.1

‐

宜 野 湾 市

区      分

市町村名

9.1

0.5

2.1

5.7

24,336,807

合      計

市
民
税

均
等
割

所　 得　 割

法 人 税 割

合      計

‐

100.0 7,320,906

100.0

‐

0.0

3,665,565

148,729

512,155

‐

100.015,862,394100.0 23,804,954

歳入一般財源総額

0.0

2.7

2.3

（　H17.8.19作成　）

0.9

12,237,869

経常経費充当一般財源合計

19.0

Ⅲ―5

2.1

53.3

0.1

29.7

配当割交付金

株式等譲渡所得割交付金

0.0

0.0


